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日本企業の不正に関する実態調査

【ポイント】
●　	調査対象期間における会計不正系、横領系の不正の開示件数は148 事案（138 社）であり、全上場企業の

4%であった。
●　経営者が関与した不正は、全体の26%であった。
●　48%の不正が共謀により実行されていた。
●　前回までの調査結果では、不正発覚の契機として通報制度が最も多かったが、今回は業務処理統制が最も

多いという結果になった。
●　海外拠点が関係している事案は全体の10%であった。なお、そのうち海外拠点内の業務処理統制により

発覚したものはなかった。
●　不正発覚後、上場廃止となったのは9 社であり、その全てが東証一部以外の上場企業における経営者不正

であった。
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朝日監査法人（現 有限責任あずさ監
査法人）にて、法定監査業務、財務
デューデリジェンス業務、その他アドバ
イザリー業務に従事。2003年、株式会
社 KPMG FASフォレンジック部門に異
動、会計不正、資産の不正流用、情報
漏えい等の不正調査業務、金融機関
におけるマネーロンダリング防止体制構
築支援業務、その他不正防止体制の
構築支援など多数の不正関連支援業
務に従事。主な著書として、「企業不正
の調査実務」（共著、中央経済社）が
ある。公認会計士。

KPMG FASでは、日本企業における不正の実態把握を目的に、「日本企業
の不正に関する実態調査」を行いました。本調査は今回で４回目の実施と
なります。今回は、前回までの調査に対し、不正発覚経路の最多が通報制
度から業務処理統制によるものに変化しており、各企業が不正防止体制強
化に注力してきた結果が表れたものとなりました。また、共謀による不正
行為が約半数を占めていた点や、海外不正への対応はいまだ管理体制強化
の途上にある点など、今後、各企業が不正防止体制強化を継続するにあた
り真に有効な不正防止対策とは何か、そのポイントを考えるためのヒント
を含んだものとなりました。

（本調査は2006年、2008年、2010年にも実施しております。前回までは、全上場
企業に対し、書面アンケートを送付し回答を得る方式を採用しておりましたが、今
回は、開示対象となった不正の分析に焦点を絞ることを目的とし、各企業が開示し
た情報を集計し分析する方式を採用いたしました。）

本調査の実施概要は以下のとおりです。
調査対象：�株式会社東京証券取引所が運営する「適時開示情報閲覧サービス」に公表された適時開示情報のうち、会計不正系、

横領系の不正事案
調査対象範囲：全上場企業
調査対象期間：2011年１月１日～2013年12月31日

Ⅰ 実施概要
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1.発生した不正の概要

（1）公表年度別発生件数

調査対象期間における開示件数は148件（138社）であり、こ
れらの年度別公表件数は増加傾向にあるという結果となりまし
た。会計不正系は、増加傾向を示していますが、これは従来は
開示されなかった過年度を含む会計上の修正が、過年度遡及会
計基準が適用されたことにより、過年度訂正として開示されて
いる事例が増加しているといった要因があるものと推測されま
す。なお、本調査では過年度訂正としての開示は、その理由が
誤謬か不正かの判断が困難であるため、会計不正系として集計
しています。 横領系は、減少傾向を示していますが、従来、発
覚することが少なかったキックバック等の不正について、当局
による反面調査等の活発化による摘発により、増加傾向にあり
ました。

（2）業種別分析

調査対象期間において、不正に関する開示を行った企業数は
138社であり、2013年12月末時点における上場企業数の４％に
あたります。 

また、業種別には、「流通」、「サービス」において比較的高
いという結果となりました。 
「流通」では、「循環取引」、「売上関連の不正」、「原価付替」

といった商品売買に関する不正が多く見られました。 「サービ
ス」には、サービス業、情報・通信業が含まれていますが、

「売上関連の不正」に加え、企業買収や融資に関する不正事案
が多く見られました。

2. 不正行為者からの分析

（1）経営者の関与状況
① 経営者不正の状況

26%の不正では、経営者の主体的関与が確認されました。な
お、その非上場関係会社の経営者が主体的に関与したものを含
めると42％という結果になりました。 経営者が不正に関与する
ことは、会計不正系であれば、会社の業績を実態以上に大きく
見せる行為、すなわち会社の所有者である株主に対し、自身の
経営成果を虚偽に大きく見せる行為であり、横領系であれば、
株主の意向を無視し、会社を私物化している行為といえます。
調査対象の26％、すなわち４分の１が経営者不正でしたが、不
正発生割合が上場市場全体の４％であることを考えると、上場
企業の１％がこのような不誠実な経営者によりコントロールさ
れた企業であるということであり、公正な市場という観点か
ら、決して少なくない数字であると考えられます。

② 経営者不正と上場市場

Ⅱ 主な調査結果
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図表1　不正カテゴリ別、公表年度別発生件数
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図表2　不正発生に関する開示を行った企業の業種別割合

＊�上記分析は、2013年12月末時点の業種ごとの全上場企業数を母集団とし、調
査対象期間において不正に関する開示を行った業種ごとの企業数の割合を算出
したものである。
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図表3　経営者不正の状況

＊上場会社（有価証券報告書提出会社）の取締役を経営者として定義している。
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図表4　経営者不正と上場市場
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経営者不正が発生する割合を市場別に分析すると、東証一部
企業では、低いという結果になりました。東証一部企業は、相
応の規模を有している企業が多く、役員間における役割分担や
牽制が機能しているものと考えられるものの、いわゆる新興市
場に上場する企業は、ガバナンスの観点でいまだ成長途上にあ
る企業であることが多く、経営者不正を抑止する牽制機能が東
証一部企業と比較して相対的に劣っているためであると思われ
ます。 

（2） 共謀の状況

48％の不正では、共謀者が存在しました。また、経営者不正
においては共謀者が存在する割合は７割近くに上りましたが、
経営者不正の場合、不正伝票の入力や不正送金等のため通帳を
銀行に持参し手続を行うといったプロセスを経営者自らが実施
することは少ないと考えられることからも違和感はありませ
ん。なお、共謀者が存在する経営者不正の手口の多くは、工事
案件の原価付替えによる売上原価操作やコンサルティング費用
等の名目による不正な資金支出等でした。 一方、共謀なしの経
営者不正の手口としては、比較的小規模な会社において取締役
が一人で実行した現金等価物の横領や取締役自らが担当してい
る取引における不正行為でした。

3. 不正の発覚経路

（1）不正の発覚経路と不正カテゴリ

今回の調査では、不正発覚は業務処理統制によるものが最も
多いという結果になりました。過去に実施した調査では、通報
制度を契機として発覚したものが最も多いという結果でした
が、これとは異なる結果となりました。理由としては、内部統
制報告制度に端を発した内部管理強化の成果が出つつあるとい
うのが一因ではないかと考えられます。業務処理統制による発
覚の経緯には、売上債権の滞留調査を契機としている事案が最
も多く、さらに仕入・原価計算分析や親会社のモニタリングを
契機とした事案も見られました。その他には、人事異動や主体
的関与者の体調不良による長期休暇といった業務担当者の交代
を契機に発覚した事案も見られました。 このような人事ローテ
ーションを契機に不正が発覚したというと、前担当者が不正を
していたケースを想像されるかも知れませんが、人事ローテー
ションを契機に発覚した不正には、前担当者による不正ではな
く、前担当者と異なる目線で取引を観察したことにより、前担
当者が気付かなかった不正が発覚したというケースが多く含ま
れます。すなわち、新たな上位者がいつもとは異なる観点で取
引を見た際に、従来、発覚しなかった不正が発覚したと考えら
れます。

（2） 不正発覚経路と不正行為者の役職

経営者不正については、業務処理統制や内部監査によって発
覚した事案は少ないという結果になりました。これは、内部統
制は経営者が構築するものであり、経営者が行う不正に対して
は有効に機能しにくいためであると考えられますが、公正な市
場維持の観点からは極めて悪質な行為といえる経営者不正を行
う経営者は、そもそも有効なガバナンスや内部統制を構築して
いないケースが多く、結果として企業内部から不正行為は発覚
しなかったとも考えられます。
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図表5　共謀の有無
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図表6　不正発覚経路と不正カテゴリ
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図表7　不正発覚経路と不正行為者の役職
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4. 海外不正の状況

海外拠点が関係した事案は10％（15件）であり、不正カテゴ
リは、会計不正系９件、横領系７件（うち、１件は会計不正系
かつ横領系の事案）でした。このうち、10件は海外拠点におけ
る経営層が関与したものでした。 海外不正事案においては、最
も多い発覚経路は内部通報、つぎに親会社によるモニタリング
による数値の違和感への気づきであり、現地の業務処理統制機
能により発覚したものではありませんでした。 海外拠点は、国
内拠点とは、言語、商慣習等が異なること、距離的な問題か
ら、国内拠点が海外拠点の不正を発見する難易度は高いといえ
ます。つまり、海外拠点自らが、現地の状況にあった有効な統
制機能を持ち、当該統制機能により不正が発覚する状態が望ま
しいと考えられます。つまり、今後は海外拠点の管理面での自
立を推進するとともに、国内拠点としてどのようなサポートが
できるのかということに注力すべきと考えます。

5． 不正発覚後の会社の状況

不正発覚後、上場廃止となった事案は９件あり、全てが会計
不正系でした。その手口としては、売上の大半が架空循環取引
によるものであった事案、連結処理に係る不正事案、上場廃止
回避を目的とした架空増資事案や資金還流を前提とした不正支
出事案等が見られました。また、いずれも東証一部以外の会社

であり、かつ経営者が何らかの形で不正に関与していたという
特徴があり、これらは本業の企業経営に行き詰まった経営者が
自ら巨額の不正を企図したものと思われます。

不正により被る損失を最小限に留めるための第一歩は、不正
の早期発見にあるといえます。今回の調査により、各企業が注
力してきた不正防止体制の成果が見え始めていますが、体制強
化は、いまだ道半ばなのではないでしょうか。取引の承認担当
者等、不正発見を担う人材は、違和感を看過することなく発見
できる運用ができているでしょうか。チェック体制は、ある程
度確立したものの、そこで想定した運用（牽制）ができていな
いという状況に陥っていないでしょうか。いまだ多くの不正
は、業務処理統制により発見されないまま、不正が拡大し、業
務処理統制以外により不正が発覚しているのが現実です。今後
は、体制強化に加え、想定しているレベルの運用ができている
かの確認、そして改善が、より重要な課題となってくるのでは
ないでしょうか。

日本企業の不正に関する実態調査の冊子をご希望の方は、弊
社Webサイト（www.kpmg.com/jp）の資料請求ページからお
申込下さい。
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図表8　不正発生場所（国内／海外）
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図表9　不正発覚後の会社の状況

Ⅲ 今後に向けて
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